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行動経済学等を活用した消費行動等の分析・研究

◆消費者を取り巻く環境が急速に変化していく中、消費生活の現状や消費者問題に対する調査
・分析や基礎研究を行うことが重要

⇒「課題発見・対策提示」による効果的な政策立案の実現

※ 行動経済学：心理学の研究成果を用いて、より「現実的な」人間の経済行動をモデル化し、経済・社会現象を実証的に分析する経済学

【協力体制のイメージ】

これまでの主な成果

・モニターの特徴を把握するためのアンケート（事前の意識調査）の結果を公表（2018年7月中）

○行動経済学等を活用し、消費者に対する情報提供の在り方について調査研究を実施

プロジェクトの主な取組内容

アンケートによる事前の意識調査

フィールド実験のモニター募集

フィールド調査の実施

グループ分けした各モニターへ異なる情報提供や
働き掛けを行い、消費行動・健康への影響を調査

調査結果を
分析し、公表

事前
準備

【2017年度】 【2018年度】 【2019年度】

「健康と生活に関する社会実験」の実施

・行動経済学の第一人者である依田高典客員研究主幹（京都大学教授）が指導
・とくしま生協よりモニター提供等の協力

・人は必ずしも合理的ではないという行動経済学の考え方に基づき実施
・グループ分けした各モニターに対し、異なる情報提供や働き掛けを行い、
消費行動や健康への影響を調査

・アンケート回答者の構成は、60代女性を中心に、女性・高齢者への偏りが見られる
・健康への意識・関心を含め、今次調査と類似の全国調査で顕著な違いは見られない
・環境に配慮した商品やサービスを選択することに対し「気遣っている」と回答した割合（年齢・性別調整後）は、全国調査に比べ高い


